

































日本国内を見ると， 1993年には 96,528名だった外国人労働者数は年々増え， 1996年には
154,783名と 3年間で約6割増となっている（労働省 1993,1996）.また， 1996年の同じく労働省

































































































回答者の勤務する企業を形態別に見ると，外資系企業が 12名， 日本企業が 53名，合弁企業が
2名であった．外資系企業勤務者とそれ以外の企業の勤務者で、は，言語行動の環境は大きく異な
ると判断し，外資系企業勤務者のクやループと日本企業勤務者と合弁企業勤務者を合わせたグ、ルー
プ（以下， 日本企業とする）に分類した．回答者の業種，職種，母語の内訳は，表 1,2, 3の通りで
ある．職種は，被験者が記述したものを，管理部門，技術部門，海外業務部門，企画・開発部
門，営業部門，貿易部門に分類した3.母語は，サンフ。ル数の多い英語と中国語以外は地域ごと
表 1 自答者の業種別内訳 （単位：名）
製造業 流通・貿易 サーピス業 小売業 金融・証券 その他 計
日本企業 29 12 3 。 10 55 
外資系企業 2 4 1 。 1 4 12 
合計 31 16 4 1 14 67 
表 2 回答者の職種別内訳 （単位：名）
管理 技術 海外業務 企爾・開発 営業 貿易 不明 計
日本企業 5 9 19 9 3 6 4 55 
外資系企業 2 3 2 。 2 2 12 
合計 7 12 21 10 3 8 6 67 
表 3 回答者の母語別内訳 （単位：名）
英語 ヨーロッパ言語 中国語 アジア言語 その他 計
日本企業 15 5 26 7 2 55 
外資系企業 11 。 。 。 12 




















外資系企業に勤める外国人の場合， 日本企業の結果と比較すると，「社内会議J と「商談J の
選ばれた割合がかなり低いことがわかる．特に「社内会議J は，日本企業の半数のみであり，外
資系企業では，社内会議を日本語で行わない場合が多いということが推測される．対外的な活動






















































































































































いJ と回答した割合は 16%と，「読まないJ 11%より高い． 日本企業と外資系企業を比較する
と，「メモJ に大きな違いはないが，「文書」は外資系企業では， 17%であり， 日本企業の 66%






日本企業 36 66 16 
外資系企業 33 17 58 




英語 33 33 47 
ヨーロツノξ 60 60 7 
中国 23 96 。
アジア 57 29 。




















表 10 日本語の目標範閉（会話）：企業形態別 （単位：%）




































































































































表 13 企業の業種別内訳 （単位：名）
4-2-1. 採用条件としての日本語
企業の人事担当者に対する調査票の中で r外国人を採用する時，日本語力を考慮しますかJ と
質問したところ，全体の 60%が rはいJ と答えていた．これを企業形態別に見ると， E本企業












表 14 「日本語力が採用条件だったJ と答えたビジネス関係者の職種別割合：日本企業
（単位：［上段］名，［下段］%）





































































































望しているものの， 50%は「読む力は求めていないJ としており，「新開J に至っては，求めて
いる企業は皆無である．
く力についてはさらにこの傾向が顕著に表れている． 日本企業の 39%が「メモJ, 28%が
「文書J が書けてほしいとしているのに対し，外資系企業は「メモ」でもわずか 7%にすぎず，
「文書J は全く求めていない．逆に， r書く力を求めていない」のは日本企業では 8%のみだが，
外資系では86%にものぼっている．
外国人ビジネス関係者の日本語使用 135 
表 17 外国人社員に求める日本語：日本企業 （単位：%）
会話 読み 書き
社内会話 69 文書 64 メモ 39 
社内会議 64 メモ 28 求めていない 8 
電話 58 求めていない 8 文書 28 
接客 53 新聞 19 その他 6 





表 18 外箇入社員に求める日本語：外資系企業 （単位：%）
会話 読み 書き
社内会話 36 文書 14 メモ 7 
社内会議 14 メモ 29 求めていない 86 
電話 21 求めていない so 文書 。
接客 21 新聞 。 その他 。
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